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1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期      144,710   △10.6         513   △41.9       2,472     3.0

17年 3月期      161,866    △6.1         883   △24.4       2,399     2.0

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期          547   △67.5          4.18－      1.1     1.9     1.7

17年 3月期        1,684    26.3         12.87－      3.4     1.8     1.5

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期    130,806,009株 17年 3月期    130,814,664株
2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期           7.50          3.75          3.75         981   179.4     1.9

17年 3月期           7.50          3.75          3.75         981    58.3     2.0

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期      128,852      51,857     40.3         396.46

17年 3月期      127,379      49,313     38.7         376.98

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期    130,801,673株 17年 3月期    130,810,466株
2.期末自己株式数 18年 3月期         73,546株         64,753株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       73,600       1,230         600          3.75－ －

通 期      149,000       2,210       1,100－           3.75          7.50

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           8円 41銭

※ 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際
　 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に
　 つ き ま し て は 、 連 結 添 付 資 料 の ７ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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    ６．財務諸表等６．財務諸表等６．財務諸表等６．財務諸表等    
 （１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（資産の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金   ７，１０６ １４，３７３  ７，２６７

 ２ 受取手形   ５，４１６ ４，１５５  △１，２６１

 ３ 売掛金   ２４，２３１ ２２，４７２  △１，７５９

 ４ 棚卸資産   １７，７６５ １７，７６７  ２

 ５ 短期貸付金   ５，５３２ ４，２５７  △１，２７５

 ６ 繰延税金資産   ６３７ ６０７  △３０

 ７ 繰延ヘッジ損失   ６８ －  △６８

 ８ その他   ３，７９５ ８０５  △２，９９０

   貸倒引当金   △１８８ △１９９  △１１

  流動資産合計   ６４，３６２ 50.5 ６４，２３７ 49.8 △１２５

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1）建物   ５，３４１ ５，１３５  △２０６

  (2）機械及び装置   ３，９７３ ４，１４２  １６９

  (3）土地   １０，８７８ １０，９５３  ７５

  (4）建設仮勘定   １１９ ５９０  ４７１

  (5）その他   １，１５０ １，２１０  ６０

  有形固定資産合計   ２１，４６１ 16.9 ２２，０３０ 17.1 ５６９

 ２ 無形固定資産     

  (1）ソフトウェア   ４５４ ４０９  △４５

  (2）その他   ７９ ７７  △２

  無形固定資産合計   ５３３ 0.4 ４８６ 0.4 △４７

 ３ 投資その他の資産    

  (1）投資有価証券   １８，１８８ ２２，３１９  ４，１３１

  (2）長期貸付金   １３，８５１ １１，９５７  △１，８９４

  (3）前払年金費用   ４，１１８ ４，２１８  １００

  (4）繰延税金資産   ２，９２２ １，８８６  △１，０３６

  (5）その他   ４，１６７ ４，０７９  △８８

   貸倒引当金   △２，２２３ △２，３６０  △１３７

  投資その他の資産合計  ４１，０２３ 32.2 ４２，０９９ 32.7 １，０７６

  固定資産合計   ６３，０１７ 49.5 ６４，６１５ 50.2 １，５９８

  資産合計   １２７，３７９ 100.0 １２８，８５２ 100.0 １，４７３
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（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

（負債の部）   ％  ％ 

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形   ４，４０４ ２，９５０  △１，４５４

 ２ 買掛金   ２４，０５５ ２２，５５４  △１，５０１

 ３ 短期借入金   １２，０６５ １１，４３２  △６３３

 ４ 未払金   １７，５６８ １９，２８２  １，７１４

 ５ 未払法人税等   ８０５ １，５９３  ７８８

 ６ 賞与引当金   １，２０５ ９７２  △２３３

 ７ 繰延ヘッジ利益   － ２９  ２９

 ８ その他   ２，１９５ ２，７１１  ５１６

  流動負債合計   ６２，２９７ 48.9 ６１，５２３ 47.7 △７７４

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債   ５，０００ ５，０００  －

 ２ 長期借入金   ７，４４４ ６，１７２  △１，２７２

 ３ 製品保証引当金   － ２２８  ２２８

 ４ 退職給付引当金   ２，７１１ ２，８６２  １５１

 ５ 役員退職慰労引当金  － ６０３  ６０３

 ６ その他   ６１４ ６０７  △７

  固定負債合計   １５，７６９ 12.4 １５，４７２ 12.0 △２９７

  負債合計   ７８，０６６ 61.3 ７６，９９５ 59.7 △１，０７１

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 10.3 １３，１５０ 10.2 －

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  １１，８５１ １１，８５１   

  資本剰余金合計   １１，８５１ 9.3 １１，８５１ 9.2 －

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  ２，７０９ ２，７０９   

 ２ 任意積立金  １６，７５２ １６，６９５   

 ３ 当期未処分利益  ３，４０１ ３，０１８   

  利益剰余金合計   ２２，８６２ 17.9 ２２，４２２ 17.4 △４４０

Ⅳ その他有価証券評価差額金  １，４７０ 1.2 ４，４５８ 3.5 ２，９８８

Ⅴ 自己株式   △２０ △0.0 △２４ △0.0 △４

  資本合計   ４９，３１３ 38.7 ５１，８５７ 40.3 ２，５４４

  負債資本合計   １２７，３７９ 100.0 １２８，８５２ 100.0 １，４７３
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 （２）損益計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

   ％  ％ 

Ⅰ 売上高     

 １ 製品売上高  １２９，３３３ １２０，４５５   

 ２ 商品売上高  ３２，５３３ １６１，８６６ 100.0 ２４，２５５ １４４，７１０ 100.0 △１７，１５６

Ⅱ 売上原価   ＾   

 １ 製品・商品期首棚卸高 ２０，７１６ １７，７２２   

 ２ 当期製品仕入高  ８９，１５６ ９０，６１２   

 ３ 当期商品仕入高  ３０，９９２ ２２，５３７   

 ４ 当期製品製造原価 ８，２８４ －   

   合計  １４９，１４８ １３０，８７１   

 ５ 他勘定振替出高  ４，１４７ １，１４６   

 ６ 製品・商品期末棚卸高 １７，７２２ １２７，２７９ 78.6 １７，７６７ １１１，９５８ 77.4 △１５，３２１

  売上総利益   ３４，５８７ 21.4 ３２，７５２ 22.6 △１，８３５

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３３，７０４ 20.8 ３２，２３９ 22.3 △１，４６５

  営業利益   ８８３ 0.6 ５１３ 0.3 △３７０

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  ５８０ ５２０   

 ２ 有価証券利息  ５ ７   

 ３ 受取配当金  ２７２ ３６１   

 ４ 賃貸料  １，８５２ １，６２２   

 ５ 生命保険配当金  １１３ ８８   

 ６ 為替差益  １ ４３   

 ７ その他  ５５４ ３，３７７ 2.1 ８４９ ３，４９０ 2.4 １１３

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  ２７９ ２０９   

 ２ 社債利息  ２７ ２７   

 ３ 社債発行費償却  ３３ －   

 ４ 売上割引  ２２９ ２１４   

 ５ 減価償却費  １，１３７ ９５２   

 ６ その他  １５６ １，８６１ 1.2 １２９ １，５３１ 1.0 △３３０

  経常利益   ２，３９９ 1.5 ２，４７２ 1.7 ７３
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（単位：百万円） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

   ％  ％ 

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入額 ４，４６３ ２２１   

 ２ 投資有価証券売却益 １，８１５ １，２９０   

 ３ 子会社株式売却益 － ２１   

 ４ 固定資産売却益 － ０   

 ５ 土地売却益  ６０８ １５２   

 ６ 適格退職年金制度一部終了益 ２６９ －   

 ７ その他 ５６ ７，２１１ 4.4 １ １，６８５ 1.2 △５，５２６

Ⅶ 特別損失     

 １ 貸倒引当金特別繰入額 ５９９ ３７４   

 ２ 棚卸損失  ４７５ ２２３   

 ３ 棚卸資産評価損  － ３２３   

 ４ 減損損失  １，４９１ －   

 ５ 販売用土地評価損 １，５２６ －   

 ６ 固定資産除却損  ２７４ １５４   

 ７ 土地売却損  ３３２ －   

 ８ 製品保証引当金繰入額 － ２２８   

 ９ 子会社株式売却損 － ２１６   

 10 投資有価証券評価損 ８４６ ５１７   

 11 ゴルフ会員権評価損 １２５ ０   

 12 役員退職金  ４４ ４１   

 13 過年度役員退職慰労引当金繰入額 － ５１１   

 14 営業権償却費  ４００ －   

 15 構法変更負担金  １９２ －   

 16 水害損失  １３６ －   

 17 転籍者一時金  ８７ －   

 18 退職給付制度一部終了損 ６３ －   

 19 その他  ２６７ ６，８５７ 4.2 ０ ２，５８７ 1.8 △４，２７０

 税引前当期純利益  ２，７５３ 1.7 １，５７０ 1.1 △１，１８３

 法人税、住民税及び事業税 ６７９ ２，００２   

 法人税等調整額  ３９０ １，０６９ 0.7 △９７９ １，０２３ 0.7 △４６

 当期純利益   １，６８４ 1.0 ５４７ 0.4 △１，１３７

 前期繰越利益   ２，２０８ ２，９６８  ７６０

 中間配当額   ４９１ ４９１  △０

 合併による抱合株式消却損  － ６  ６

 当期未処分利益  ３，４０１ ３，０１８  △３８３
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 （３）利益処分案 

（単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 
増 減 
（△印減） 

 

期  別 

科  目 

 金  額 金  額 金 額 

  

Ⅰ 当期未処分利益 ３，４０１ ３，０１８ △３８３

Ⅱ 任意積立金取崩額  

 １ 退職積立金取崩額 － ４１０  

 ２ 特別償却積立金取崩額 ２ －  

 ３ 海外投資等損失積立金取崩額 ５５ ５７ － ４１０ ３５３

    合計 ３，４５８ ３，４２８ △３０

Ⅲ 利益処分額  

 １ 配当金 ４９０ ４９０ ４９０ ４９０ △０

Ⅳ 次期繰越利益 ２，９６８ ２，９３８ △３０
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 重要な会計方針 
 

 

 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価 (1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

  方法  …移動平均法による原価法  …同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  ① 時価のあるもの  ① 時価のあるもの 

   …同左 

  

  

 

  …期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定してい

る）  

  ② 時価のないもの  ② 時価のないもの 

   …主として移動平均法による原価法   …同左 

   

２．デリバティブ等の評価基準及  デリバティブ  デリバティブ 

  び評価方法  …時価法  …同左 

   

３．棚卸資産の評価基準及び評価  移動平均法による原価基準によっている。  同左 

  方法   

   

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

  同左 

  

  

 

 定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）については定

額法）を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。  

  建物及び構築物 ３～60 年  

  機械装置及び運搬具 ４～15 年  

 （追加情報）  

  

  

  

 

 平成 15 年 10 月１日の連結子会社への営業譲

渡に伴い、貸与設備に係る減価償却費を、従来

の製造経費から営業外費用の減価償却費として

処理している。  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 

 

 

 

 

 営業権は支出時に全額償却し、営業権以外の

無形固定資産は定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法を採用している。  同左 

 (4）少額減価償却資産 (4）少額減価償却資産 

  同左 

  

 

 取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産に

ついては、法人税法の規定に基づき、３年間で

均等償却を行っている。  
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前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の本邦  同左 

  通貨への換算基準  

 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相

場により円価に換算し、換算差額は損益として

処理している、  

   

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  同左 

  

  

  

 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。  

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  同左 

 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上している。  

 ―――――― (3）製品保証引当金 

  

  

  

 主として製品の引渡後に発生する費用支出に

備えるため、保証期間内における補修費用見込

額を計上している。 

  （追加情報） 

  

  

  

 当引当金は、前期に事業譲渡した一部製品に

ついて将来の費用支出が見込まれることとなっ

たため、当期末より計上している。 

 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上している。（なお、企業

年金制度については、年金資産額が退職給付債

務を超えるため、前払年金費用を計上してい

る。）  

  

  

 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による

定額法により費用処理している。  

  

  

  

  

 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。  
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前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ―――――― (5）役員退職慰労引当金 

  

  

  

 役員及び執行役員への退職慰労金の支払に備

えるため、内規を基礎として算定された当期末

の支給見積額を計上している。 

  （会計方針の変更） 

  

  

  

  

  

 当社は、従来、取締役、監査役及び執行役員

に対する退職慰労金を支出時の費用として計上

していたが、当期末より、内規を基礎として算

定された期末の支給見積額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更した。 

  

  

  

  

  

  

  

 この変更は、平成 18 年４月 28 日の取締役会

において、定時株主総会での承認を条件とし

て、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金

制度を平成 18 年６月の定時株主総会終結のと

きをもって廃止すること、廃止日までの在任期

間に対応する退職慰労金は退任時に支給するこ

とを決定したことによるものである。 

  

  

  

 この変更に伴い、過年度対応額５１１百万円は

特別損失に、当期発生額９２百万円は販売費及び

一般管理費に計上している。 

  

  

  

 この結果、従来と比べ営業利益及び経常利益

は９２百万円、税引前当期純利益は６０３百万円そ

れぞれ少なく計上されている。 

  

  

  

  

  

  

  

 なお、この変更は、上述のとおり平成 18 年

４月における役員退職慰労金制度の見直しを契

機として行われたものであり、当中間期におい

ては従来の方法によっている。この変更を行っ

た場合に比べ、当中間期の営業利益及び経常利

益は４６百万円、税引前中間純利益は５５７百万円

多く計上されている。 

   

７．リース取引の処理方法  同左 

  

  

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。  
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前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  同左 

  

  

  

 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替

予約及び通貨オプションについては振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用している。  

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

  

  

 

 為替予約及び通貨オプションを手段とし、外

貨建債権債務及び外貨建予定取引を対象として

いる。金利スワップを手段とし、借入金を対象

としている。  

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  同左 

 

 当社の内部規定である「リスク管理方針」に

基づき、為替変動リスクをヘッジしている。  

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

  

  

  

  

  

 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価している。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては、有効性の評価を

省略している。  

   

９．その他財務諸表作成のための 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  基本となる重要な事項  同左 

 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっている。  

   

 
 
 会計方針の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――― 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年

３月 31 日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針

を適用している。これにより税引前当期純利益は１，４９１百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除している。 
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 追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第９

号）が平成 15 年３月 31 日に公布され、平成 16 年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16 年２月

13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に伴い法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が１２６百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が、同額減少している。 

 

―――――― 

 

 

 

 

 従来、売却・除却した固定資産については、期首帳簿価額を売

却・除却原価としていたが、平成 16 年 10 月１日の窯業系外装材

の生産設備の譲渡により金額的重要性が生じることから当事業年

度より原則的な方法である月割償却に変更した。 

 この変更により、経常利益が４２５百万円減少したが、特別損失

が同額減少しているため、税引前当期純利益に影響はない。  
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 注記事項 
 （貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

  

１ 有形固定資産の減価償却累計額 １ 有形固定資産の減価償却累計額 

  ２９，８３６ 百万円    ３０，６５３ 百万円  

  

２ 担保資産及び担保債務 ２ 担保資産及び担保債務 

  担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。 

 建物及び構築物 ６２２ 百万円   建物 ５７０ 百万円  

 土地 ２４    構築物 １７   

 計 ６４６    土地 ２４   

  計 ６１１   

  

  担保付債務は次のとおりである。   担保付債務は次のとおりである。 

 長期借入金 １０４ 百万円   百万円  

    

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

４４ 
  

 

一年以内に返済予定 
の長期借入金 

４４ 
   長期借入金 ６０   

 計 １４８    計 １０４   

  

３ 関係会社に対する債権・債務 ３ 関係会社に対する債権・債務 

 受取手形及び売掛金 ４，６０９ 百万円   売掛金 ５，０８９ 百万円  

 短期貸付金 ５，３８３    短期貸付金 ４，２５７   

 関係会社長期貸付金 １３，５６２    長期貸付金 １１，６６９   

 買掛金 １６，９７５    買掛金 １５，９６９   

  

４ 株式の状況 ４ 株式の状況 

 同左 

 

 授権株式数…普通株式 ３９８，２１８千株 ただし、定款の定めに

より、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずることになっている。  

 発行済株式総数 普通株式１３０，８７５千株  

  

５ 自己株式 ５ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式６４千株である。  当社が保有する自己株式の数は、普通株式７３千株である。 
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前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

  

６ 保証債務（借入金に係る保証） ６ 保証債務（借入金に係る保証） 

 DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ５８６ 百万円   大建工業（寧波）有限公司 ５０５ 百万円  

 （US$5,460,460）    （US$4,300,000）   

 大建工業（寧波）有限公司 ４２９    DAIKEN MIRI SDN.BHD. １，０００   

 （US$4,000,000）    ２，０５６   

    （US$17,500,000）   

 

ダイケンホーム㈱の 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

１０９ 
    ３５０   

 当社の土地購入者 １３    （M$11,000,000）   

 計  １，１３７    DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ３３０   

  （US$2,812,588）   

   １１０   

  （M$3,435,500）   

    

  

ダイケンホーム㈱の 
住宅購入者 
（住宅ローンつなぎ融資） 

６３ 
  

  当社の土地購入者 １２   

  計  ４，４２６   

  

  上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。 

  （債権流動化に対する買戻し義務）   （債権流動化に対する買戻し義務） 

   ダイランバー㈱他４社 １，２８０ 百万円  

 

ダイケンエンジニアリング 
㈱他７社 

８３９ 百万円 
      

  

７ 偶発債務 ７ 偶発債務 

    

 

債権流動化に伴う 
買戻し義務 

２，０２１ 百万円 
  

債権流動化に伴う 
買戻し義務 

１，８９６ 百万円 
 

  

  当連結子会社の一括支払信託債務に対する併存的債務引受   当連結子会社の一括支払信託債務に対する併存的債務引受 

 西日本ダイケンプロダクツ㈱ ３，３７１ 百万円   井波ダイケンプロダクツ㈱ ３，５０５ 百万円  

 井波ダイケンプロダクツ㈱ ２，８８６    中部ダイケンプロダクツ㈱ ６７５   

 三重ダイケン㈱ １，４８０    西日本ダイケンプロダクツ㈱ ２，９０２   

 中部ダイケンプロダクツ㈱ ８８７    三重ダイケン㈱ ２，０６０   

 東日本ダイケンプロダクツ㈱ ２９６    東日本ダイケンプロダクツ㈱ ２４８   

 計  ８，９２０    計  ９，３９０   

  

―――――― 

 

 

８ 一部の取引先との決済方法を、債務については据置現金支払

い（手形決済によった場合の満期日に現金で支払う方法）にし

ており、併せてアルデバラン・ファンディング・コーポレー

ション及び住友信託銀行へこの債務を一括譲渡している。  

  譲渡額は「未払金」に含まれている。  

  未払金  

   

 

アルデバラン・ファンディ
ング・コーポレーション 

４，４０９ 百万円 
  

 住友信託銀行 １０，７９７    
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前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

  

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 12 行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

９ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結している。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりである。 

  

    

 
当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１８，２００ 百万円 
  

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 

１３，２００ 百万円 
 

 借入実行残高 －    借入実行残高 －   

 差引額 １８，２００    差引額 １３，２００   

  

10 商法施行規則第 124 条第３号に規定する時価を付したことに

より増加した貸借対照表上の純資産額は１，４７０百万円である。 

10 商法施行規則第 124 条第３号に規定する時価を付したことに

より増加した貸借対照表上の純資産額は４，４５８百万円である。 
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 （損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 １ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 運賃及び保管料 １０，５７８ 百万円   運賃及び保管料 １０，０４１ 百万円  

 雑販売費 １，７１４    雑販売費 １，７９３   

 給料手当 ６，６７２    給料手当 ６，４９０   

 賞与 ９２６    賞与引当金繰入額 ９７２   

 賞与引当金繰入額 １，２０５    退職給付費用 ９０１   

 退職給付費用 ６４０      

 減価償却費 ４６２    

役員退職慰労引当金 
繰入額 

９２ 
  

 賃借料 ２，７１６    減価償却費 ４３４   

  賃借料 ２，５６１   

  

  販売費に属する費用のおおよその割合 ４２％   販売費に属する費用のおおよその割合 ４２％ 

  一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５８％   一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５８％ 

  

２ 研究開発費の総額 ２ 研究開発費の総額 

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費   一般管理費に含まれる研究開発費 

  １，４０９ 百万円    １，４４９ 百万円  

  

３ 他勘定振替出高の内容 ３ 他勘定振替出高の内容 

 営業譲渡による振替 １，１７７ 百万円   販売費及び一般管理費 ５７１ 百万円  

 販売費及び一般管理費 ８３３    営業外費用 ２９   

 特別損失 ２，１３７    特別損失 ５４６   

 計 ４，１４７    計 １，１４６   

  

―――――― ４ 固定資産売却益の内容 

  車両運搬具 ０ 百万円  

  

５ 固定資産除却損の内容 ５ 固定資産除却損の内容 

 建物 １４ 百万円   建物 ７２ 百万円  

 構築物 ７    構築物 ０   

 機械及び装置 ８４    機械及び装置 ２６   

 工具、器具及び備品 １５８    工具、器具及び備品 ２４   

 その他 １１    その他 ３２   

 計 ２７４    計 １５４   

  

６ 関係会社に関する事項 ６ 関係会社に関する事項 

 売上高 １５，２５９ 百万円   売上高 １４，５３３ 百万円  

 製品仕入高 ５７，０８７    製品仕入高 ６５，２３７   

 受取利息 ５０９    受取利息 ４５５   

 賃貸料 １，５３６    賃貸料 １，３８５   

  その他の営業外収益 ５４５   
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前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

７ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額１２５百万円を含ん

でいる。 

７ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額０百万円を含んで

いる。 

  

８ 減損損失 ―――――― 

 

 

 

 

 

 

  当社は、事業用資産については管理会計上の区分を基準に、

主として工場単位、遊休資産については個別にグループ化し、

減損損失の判定を行った。その結果、以下の資産グループにお

ける山林の時価の大幅な下落により、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（１，４９１百万円）として特

別損失に計上した。その内訳は、構築物１３百万円、土地９６３百

万円、山林及び植林５１５百万円である。  

 場所 用途 種類   

   

 

鳴門山林 
（徳島県鳴門市） 

山林 
構築物、土地、
山林及び植林   

  

 

 

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正

味売却価額の算定に当たっては、第三者による鑑定評価を基に

算定している。  

  

 
 
 ① リース取引 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

 
 ② 有価証券 
 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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 ③ 税効果会計 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度  当事業年度  

 （平成17年３月31日）  （平成18年３月31日）  

 繰延税金資産         

  貸倒引当金 ８８１ 百万円   ９２０ 百万円  

  賞与引当金 ４９０    ３９５   

  未払事業税 １０５    １３６   

  退職給付引当金 ３，７２５    ３，５８３   

  役員退職慰労引当金 －    ２４５   

  ゴルフ会員権評価損 ４１    ３８   

  投資有価証券評価損 ４９８    ５１８   

  固定資産の減損 ６０８    ６０８   

  販売用土地の評価損 ６２０    ６２０   

  営業権償却 １３０    ９７   

  棚卸資産評価損 －    ５７   

  製品保証引当金 －    ９３   

  その他 ８９    ７９   

 繰延資産小計 ７，１８７    ７，３８９   

 評価性引当金 －    △３２７   

 繰延資産合計 ７，１８７    ７，０６２   

         

 繰延税金負債         

  その他有価証券評価差額金  △１，００６    △３，０５３   

  退職給付信託設定益  △２，６２２    △１，５１６   

 繰延税金負債合計  △３，６２８    △４，５６９   

 繰延税金資産（負債）の純額  ３，５５９    ２，４９３   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の

内訳 

 前事業年度  当事業年度  

 （平成17年３月31日）  （平成18年３月31日）  

 法定実効税率  ４０．６ ％   ４０．６ ％  

 （調整）        

  評価性引当金  －    ２０．９   

  交際費等永久に損金に算入されない項目  ３．９    ９．３   

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △２．０    △６．０   

  住民税均等割等  ２．５    ４．４   

  抱合株式消却  －    ４．３   

  ＩＴ及びＲ＆Ｄ税額控除  △６．１    △７．５   

  その他  △０．１    △０．８   

 税効果会計適用後の法人税率の負担率  ３８．８    ６５．２   
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 （１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

 １株当たり純資産額 ３７６．９８ 円  １株当たり純資産額 ３９６．４６ 円 

 １株当たり当期純利益金額 １２．８７ 円  １株当たり当期純利益金額 ４．１８ 円 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額       

 当期純利益（百万円）  １，６８４   ５４７  

 普通株主に帰属しない金額（百万円）  －   －  

 普通株式に係る当期純利益（百万円）  １，６８４   ５４７  

 普通株式の期中平均株数（千株）  １３０，８１４   １３０，８０６  
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    ７．役員の異動７．役員の異動７．役員の異動７．役員の異動    
 
 （１）代表者の異動 
    該当事項はない。 
 
 （２）その他の役員の異動 
   ① 新任取締役候補 
     取締役 加藤猛雄（現 上席執行役員総務人事部長） 
     取締役 金坂和正（現 上席執行役員経営管理部長兼財務部長） 
 
   ② 退任予定取締役 
     取締役会長 六車襄二（名誉理事 就任予定） 
     取締役   篠塚昌毅（顧問 就任予定） 
 
   ③ 新任監査役候補 
     （常 勤）監査役 三坂直彦（現 上席執行役員） 
     （非常勤）監査役 柴田敏晶（現 伊藤忠建材株式会社 代表取締役社長） 
 
   ④ 退任予定監査役 
     （常 勤）監査役 野口茂（理事 就任予定） 
     （非常勤）監査役 谷山順一 
 
 （３）就任予定日 
    平成 18年６月 29日 
 


